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当資料のお取り扱いにおけるご注意
■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたものであり、勧誘を目的としたものではありません。■当資
料は、各種の信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確性・完全性が保証されているものではありません。■当資料の中で記載されてい
る内容、数値、図表、意見等は当資料作成時点のものであり、将来の成果を示唆・保証するものではなく、また今後予告なく変更されることがあります。■当資
料中における運用実績等は、過去の実績および結果を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。
販売会社等についてのお問い合わせ⇒大和投資信託 フリーダイヤル 0120-106212（営業日の9:00～17:00） HP http://www.daiwa-am.co.jp/

2017年3月29日

＜政権の政策遂行能力に対する疑念を生じさせたオバマケアの代替法案の採決見送り＞

～米国の医療保険改革法の代替法案の採決見送りから考えること～
共和党内の分裂を露呈、政権の政策遂行能力に対する疑念も生じるも、米国株式市場は冷静

米国で医療保険制度改革法（オバマケア）の代替法案の採決が見送られました。下院を通過しても上院の通過は

困難で、上院で法案の内容が大幅に書き換えられるとみられてはいましたが、形式的にも下院を通過できなかった

ことで、政権の政策遂行能力に疑問が生じたことは確かです。減税の財源確保の点からも懸念されます。

代替法案は医療保険制度改革法の一部分の改正であったとは言え、大掛かりな制度の代替にしては議論が拙速

であった感は否めません。共和党が一枚岩でなかったことも影響しました。特に、共和党内の保守強硬派は完全な

オバマケア撤廃を求めるなど党内の内部分裂を露呈する結果となりました。更に、代替法案の経済的影響もはっきり

しませんでした。

（出所）ブルームバーグ

S&P500指数の値動き

（ 2017年3月23日～2017年3月28日 ）

＜米国株式市場はオバマケア代替法案の先を見据えた動きへ＞

一方で、米国株式市場は冷静さを示しています。24日（現地、以下同様）の株式市場は、下院での採決見送りが

報じられると、一時、下落速度を速めましたが、トランプ大統領が税制改革に取り組むとの報道が流れると押し戻す

動きとなりました。週明け27日の株式市場も寄り付きこそ大きく下落しましたが、その後、下落幅を縮め、結局、24日

終値に比べて小幅下落で終えました。オバマケア代替法案の実現は当初から困難とみられていたことや、株式市場

の視点が税制改革に移ったためと解釈されます。堅調な米国景気や企業業績が下支え役になったと思われます。
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今後注目されるのは予算・税制改革です。 主要なテーマとしては、①2017会計年度暫定予算が4月28日に切れること

への対応、②4月中旬に決議が予定される2018会計年度の予算案の作成、などが考えられます。税制改革については、

トランプ大統領が打ち出している減税案、すなわち、法人税率の15％への引き下げ、所得税率の引き下げ・簡素化、レパ

トリ減税（海外利益を米国に還流する際に税率を引き下げる）などの議論が注目されます。暫定予算は、そのまま延長か、

トランプ大統領が予算方針として示した国防費の増額と非国防費の減額が含まれるかが焦点です。トランプ政権は今回

のオバマケア代替法案の撤回を受けて、政策実現に向けて民主党との協力を探る可能性を示唆しています。民主党の一

部と連携できるかも注目されます。

医療保険制度を棚上げして、税制改革を含む経済政策に議論が移ることについては、市場にとっては必ずしもマイナス

ではないと考えられます。当初予定よりも税制改革が前倒しとなったことで、議論の深まりが期待されるためです。今後も

議論は紆余（うよ）曲折が予想されます。株式市場は政治動向を警戒しながらも、堅調な景気情勢や企業業績などが下支

えとなり大きく下落する可能性は小さいと考えられます。

＜予算・税制改革で市場の期待をつなぎ留められるかが焦点＞

以 上

※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店
担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.24200％（但し、

最低 2,700 円）の委託手数料(税込)が必要となります。また、外国株式等の外国取

引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあります。
また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等による

損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保
証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その
対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および運用
管理費用（信託報酬）等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には

価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書
面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示
が行われていないものもあります。 

 

商号等 ：大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 

  一般社団法人第二種金融商品取引業協会 
 


